



























学校経営 (School Based Management : SBM) の様に被供与国の住民が日



















































































































関野 (2012) によるセネガルの環境 NGO 研究では、「参加」と親和性の
高いNGOの内部ですら、権力構造に関する問題が生じることを指摘する。
「マリンスポーツ愛好団体にすぎなかったオセアニウム［は］カリスマ的
指導者を得ることによって環境NGOに」変化を遂げたが (関野 2012, 17)、
「参加型アプローチを標榜するオセアニウムは、力の収奪」の問題も引き
起こしていると評価されている (関野 2012, 23)。参加のデメリットとし
て、結局、既存の有力者の権力を維持することにつながりかねないとの指






















(2013) は、自治体の事例研究を通じて、非営利組織 (NPO) と行政の協
















ンス」に関係する先行研究として Kolstad and Wiig (2013) を挙げること






は、芦立 (2013) でも行っている。レビューでは「参加」の結果 (アウト
プットとアウトカム) が紹介されるが、結果の一つが、政策に対する支持
や満足が増えるというものである。ガバナンスに関する研究の分析を踏ま













関係の基礎 契約と所有権 雇用関係 リソースの交換
依存の程度 独立 依存 相互依存
交換の媒体 価格 権威 信頼
























表 2 は両方のデータがある各国の 2011 年度の技術協力経費 (降順) と






















表 2 各国が供与された援助 (技術協力) と日本に対する評価














出典：技術協力経費については JICA のホームページ上の資料 (http : //www. jica.go. jp/activ
ities/achievement/index.html) より。

























( 3 ) 中央集権国家の非効率性を例として挙げるが、フクヤマ (1996) は経済的
関係について紙幅を割いている。










る) 状況が毎年見られるとのことである。この点について 2014 年 9月 24 日
の研究会で指摘を受けた。後述の注釈に見られる様な貴重なコメントも得て
おり、参加された先生方に深謝する。
( 6 ) 後述の様に、参加という経験が先にあり、それが政府に対する見方を変え
るというのが本稿での仮説となる。
( 7 ) 渥美 (2014, 48) で紹介される様な「非行と暴力へのリスク要因」として
の、こどもの社会活動への「不参加」という観点は、参加が何らかの結果に
つながるメカニズムを考える上で重要な示唆を与えてくれる。




















































する 20-89歳の男女個人に対する調査であり、2006 年 10-12月にかけて








































































































独立変数 モデル A1 モデル A2
定数 1.444*** (0.108) 1.632*** (0.172)
参加 (XADDONAT) 0.288*** (0.039)
参加 (XADVOL) 0.131* (0.076)
参加 (MEMBER) −0.023 (0.018) −0.040** (0.019)
官庁への信頼 (TR3BCRAZ) 0.142*** (0.035) 0.142*** (0.036)
支持政党 (XX8PLPTY) −0.123*** (0.041) −0.121*** (0.042)
自由度修正済み決定係数 0.057 0.025
観測値 1524 1526
丸括弧外は非標準化係数。丸括弧内は標準誤差。*** : p<0.01, ** : p<0.05, * : p<0.10 (両側検定)
加すると)、援助への評価が 0.284ポイント下がることが分かる。
支持政党についても、仮説通りの結果が得られた。どちらのモデルでも、
与党を支持する回答者 (=XX8PLPTYが 0 から 1 になると) は、援助へ
の評価が 0.12ポイント強上がる。
MEMBERについては、モデル A2 では統計的に有意な係数が得られた









D への回答を用いた場合の係数は正であり、Cと F への回答を用いた場
合は負であった (ちなみに、ボランティア活動への参加 (XADVOL) を
17(376)
表 5 Bから Fへの回答を従属変数、募金活動への参加を独立変数とした分析の結果
モデル B1 モデル C1 モデル D1 モデル E1 モデル F1
従属変数 OPADOBL OPADFIN OPADEXP OPADINF OPADDIPL
定数
1.437*** 1.898*** 1.552*** 1.666*** 2.121***
(0.114) (0.106) (0.092) (0.102) (0.132)
参加
(XADDONAT)
0.320*** −0.087** 0.090*** 0.044 −0.084*
(0.041) (0.038) (0.033) (0.037) (0.047)
参加
(MEMBER)
−0.019 −0.017 −0.007 −0.027 0.012
(0.019) (0.018) (0.016) (0.017) (0.022)
信頼
(TR3BCRAZ)
0.149*** −0.049 −0.149*** −0.102*** 0.058
(0.037) (0.034) (0.030) (0.033) (0.043)
支持政党
(XX8PLPTY)
−0.069 −0.020 0.147*** 0.103*** −0.252***
(0.043) (0.041) (0.035) (0.039) (0.051)
自由度修正済み
決定係数
0.054 0.002 0.034 0.012 0.019
観測値 1525 1516 1521 1522 1509














ある。モデル D1 では約 0.3ポイント、モデル E1 でも 0.2ポイント余り、
援助についての説明が不十分であると考えることになる。
18 (375)
表 6 B から Fへの回答を従属変数、ボランティア活動への参加を独立変数とした
分析の結果
モデル B2 モデル C2 モデル D2 モデル E2 モデル F2
従属変数 OPADOBL OPADFIN OPADEXP OPADINF OPADDIPL
定数
1.597*** 1.814*** 1.871*** 1.674*** 1.789***
(0.180) (0.165) (0.143) (0.160) (0.205)
参加
(XADVOL)
0.173** −0.026 −0.095 0.031 0.107
(0.080) (0.073) (0.063) (0.071) (0.091)
参加
(MEMBER)
−0.036* −0.012 −0.020 −0.029* 0.024
(0.020) (0.018) (0.016) (0.017) (0.023)
信頼
(TR3BCRAZ)
0.146*** −0.048 −0.146*** −0.102*** 0.057
(0.037) (0.034) (0.030) (0.033) (0.043)
支持政党
(XX8PLPTY)
−0.068 −0.021 0.148*** 0.103*** −0.255***
(0.044) (0.041) (0.035) (0.039) (0.051)
自由度修正済み
決定係数
0.019 −0.001 0.031 0.011 0.018
観測値 1527 1518 1523 1524 1511
丸括弧外は非標準化係数。丸括弧内は標準誤差。*** : p<0.01, ** : p<0.05, * : p<0.10 (両側検定)





ル B2 とモデル E2 で負の係数を得た。モデル B2 からは、所属組織数が 0
から 6 に増えると、「援助は義務」という命題について 0.21ポイント余り
肯定側に変化することが分かる。また、モデル E2 からは、参加する組織
数が増える程、被援助国への情報伝達が不十分だと考える傾向にあると推




































量的な分析も可能になるかも知れない。三上 (1990, 15) の定義する「民
外圧」とは「公的政府に属さず、また直接的に関わることのない一般の
人々」からの「他国政府に対する圧力」であり、日本政府に対する「民外
圧」を考えた場合、図 2 の様に図示される。従来の外圧が A国政府から
日本政府へのものであるが、「民外圧」は太線矢印のようなものであると
20 (373)
出典：三上 (1990, 17) を改編
図 2 ｢民外圧」のモデル (日本政府に対する圧力の場合)








(12) 三上 (1990, 19) は「民外圧」がどの位、効くかは、以下の七つの要因に
より左右されるとする。それらは、①「民外圧」の行動主体の性質、② A
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観測値 最小値 最大値 平均値 標準偏差
OPADVITL 2048 1 4 2.1855 0.79061
OPADOBL 2051 1 4 2.2613 0.82578
OPADFIN 2045 1 4 1.6445 0.74634
OPADEXP 2048 1 4 1.4058 0.68689
OPADINFO 2046 1 4 1.5455 0.74508
OPADDIPL 2026 1 4 2.0879 0.92972
XADDONAT 2108 1 2 1.5024 0.50011
XADVOL 2112 1 2 1.9323 0.25130
MEMBER 2069 0 6 0.7042 1.02223
TR3BCRAZ 1571 1 3 2.4099 0.55523
XX8PLPTY 4254 0 1 0.3204 0.46669
補遺 2 順序ロジット回帰分析の結果 (OPADVITLを従属変数とし、援助活動へ
の参加に関して XADDONATを用いた場合)
B 標準誤差 有意確率
しきい値 OPADVITL=1 0.174 0.283 0.540
OPADVITL=2 2.945 0.296 0.000
OPADVITL=3 4.711 0.314 0.000
位置 XADDONAT 0.754 0.104 0.000
MEMBER −0.078 0.048 0.102
TR3BCRAZ 0.377 0.092 0.000
XXPLPTY −0.339 0.109 0.002
Cox and Snell 0.062
Nagelkerke 0.069
McFadden 0.029
観測値 1525
